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　ただいまご紹介いただきました長岡大学の石川でございます。一昨年から、長岡地域企業に対して８、９月の時
期にアンケート調査を実施しております。そうした中から、毎年長岡地域企業が成長・発展していくためにはどの
ような課題があるのか――大げさな言い方をしますと、究極的には長岡地域企業の発展モデル、そういったものに
つながればと考え調査研究を進めてまいりました。その一環で本年度も調査をさせていただきました。30 分足らず
ではありますが、その結果を中心に報告させていただきます。
１．新潟県の景気動向
1.1 厳しかった新潟県地方の落ち込み
　昨年までの調査と今回の大きな違いは、マクロ環境が急激に悪化してしまった。それが長岡の地域性を超えた非
常に大きな変化であったということがあります。それもあって、本題に入る前に長岡地域を襲った経済環境の変化
を簡単に整理しておきたいと思います。
　〔図表１〕は景気動向指数と呼ばれるものです。景気動向をフォローしておられる方はよくご存じの指数です。景
気関連ではいろいろな統計がありまして、例えば在庫の状況ですとか、大口企業がどれだけ電力を使っているかな
どです。これら景気に敏感に反応するいろいろな指標をもとに統合して作られた指標です。特に３つの系列があって、
特に今回注目したいのは、「先行指数」というものです。これは、どちらかと言いますと景気動向に先行性のある統
計を中心にまとめたものです。具体的には、先ほどいいましたような在庫動向の統計などが含まれています。
　〔図表１〕をご覧いただくと、景気が今年の初頭から反転し回復に向かっている様子がうかがえます。ただし、回
復に向かっているからといって楽観はできないと思います。〔図表１〕では全国と新潟県の状況が比較されています。
景気動向指数というのは動きのスピードを指数にしたものです。動きが激しいほど大きな景気変動があったと読み
取れるものですから、「一致指数」の動きから全国と新潟県を単純に比較できます。今回の落ち込みは全国でも騒が
れたわけですが、それ以上に新潟県は痛手を被っていることがわかります。そういった中での回復ですので、まだ
まだ新潟県に関しては楽観できないというわけです。
〔図表１〕新潟県の景気動向①（景気動向指数）
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　〔図表２〕は、いつもこの報告で紹介しておりますDI と呼ばれる景気の動きの広がり具合をみるためによく使わ
れる指標です。これも全国と新潟県を比べていただきたいのですが、今年の12月の見通しの数字が直近で出ています。
全国と比べますと、新潟県はそんなに強い回復力が見通されておりません。全国版で回復ムードのニュースが目立っ
てはいますが、新潟県はそこまで楽観してはならない状況だということになります。
〔図表２〕新潟県の景気動向②（業況判断指数）
1.2 特に深刻だった輸出、設備投資関連企業
　もう一点、これもマクロの情報ですが、〔図表３〕で今回の景気の動きがどんな特徴をもったものなのかをおさら
いしておきたいと思います。今年の４～６月期までマイナス成長になっているわけですが、黒い実線が示す経済全
体の成長率に対して内訳をみたいと思います。これで見ますと、輸出がまず落ち込んで大きく足を引っ張ったとこ
とが見ていただけると思います。今回の景気悪化はアメリカ発だったことがあって、実体経済としてのブレーキは
アメリカ向け輸出が大きく落ち込んだところから始まりました。昨年の 10 月、11 月あたりは、日本の対米輸出金額
が前月比で５割くらい減りました。アメリカ向けの日本の輸出が半減したわけです。私は以前、景気見通しのレポー
トを書いていましたので、貿易を含めたいろいろな統計をフォローしていましたが、短期間のこれほど劇的な変化
を見るのはじめてで、びっくりしました。それだけ大きく景気の足を引っ張ったことが分かります。
　さらに、設備投資もマイナスに足を引っ張っている。消費も金額が大きいためある程度のマイナス寄与になって
いますが、設備投資、輸出に比べると、それほどインパクトはなかったと言って良いと思います。
　以上から、長岡地域の企業を考えるなかで、やはり輸出関連の企業、設備投資関連で機械関係さらにはその部品
の製造販売に携わる企業は本当に大変だったのではないかということが推察されるわけです。
〔図表３〕日本経済マイナス成長の内訳
２．回答企業のプロフィール、業績の変化
2.1 カギを握る企業規模の拡大意向の有無
　以上の事前知識を頭に置いていただいて、今年もまたアンケート調査を実施しましたので、その結果をご報告し
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たいと思います。詳細については、別途お渡ししております資料の後半に全集計結果が出ておりますので、あとでゆっ
くりご覧いただければと思います。そのポイントをいくつか解説したいと思います。
　今回のアンケート調査では、企業規模の拡大意思をお持ちかどうかも一つの分析の切り口としてうかがいました。
一昨年に本調査を初めて実施した際にヒアリング調査もさせていただいたのですが、そのなかで「うちは拡大意向
を持っていないので営業を置いていない。今おつきあいしている企業との関係を大事にしたい」という話をされる
企業が少なくありませんでした。そうした経験もあって、今回はアンケート項目としてうかがってみました。
　その結果が〔図表４〕ですが、びっくりしたと言うべきか、納得したと言うべきかわかりませんが、３分の１く
らいの企業は拡大する意向がないとお答えになられています。以下でご紹介する集計分析では、この企業規模の拡
大意思の有無が分析の１つの切り口になっているということで、まずご紹介させていただきました。
〔図表４〕企業規模の拡大意向
今後の規模の拡大について 度数 相対度数
積極的に成長機会を見つけ規模を拡大させたい 13 18.1%
機会があれば拡大させたい 32 44.4%
現状以上の企業規模の拡大は望まない 26 36.1%
無回答 1 1.4%
合計 72 100.0%
〔図表４〕企業規模の拡大意向
　このように拡大意向をお持ちでない企業は意外と多いのですが、それはどういった企業でしょうか。まずはどち
らかというと企業規模が小さい企業ではないかという仮説のもとに、売上高が５億を超えているか、超えていない
かということで、クロス集計を行いました。〔図表５〕で、やはり５億円未満の比較的小さい企業で規模拡大を望ん
でいない比率が高いということが見ていただけると思います。
〔図表５〕企業規模の拡大意向（売上高別）
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5億円未満 22 16 0 38 57.9% 42.1% 100%
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無回答 3 5 1 9 33.3% 55.6% 100%
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〔図表５〕企業規模の拡大意向（
2.2 前年以降加速した業績の悪化と業績への不満の高まり
　続いて、前年度と比べた業績等の動向について簡単に整理したいと思います。当たり前の結果だと言われるかも
しれませんが、売上高が前年度に比べて「非常に増加した」という企業はやはりありませんでした。同じ調査が３
年分たまっていますので、それを折れ線グラフで整理したのが〔図表６〕です。「減少した」が今回べらぼうに増え
ていることが確認できます。今回は 80 パーセント弱の企業が「減少した」とお答えになりました。むしろ減らなかっ
た企業の方が例外的です。
〔図表６〕売上高の変化
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　これは業種で若干の違いがあります（〔図表７〕参照）。「食料品・たばこ・飼料等」の企業では、有効回収数 15
票のうち減収企業は９社です。売上高が減らなかった企業、それは「かなり増加した」「やや増加した」「あまり変
化ない」を合計したものですが、この割合が意外と高かった。先ほど日本経済の成長率内訳で見ていただいた通り、
どちらかというと消費の落ち込みは輸出や設備投資に比べてまだましでした。そういうわけで、消費者を相手にし
ている業界は痛手がそれほどではなかったわけです。しかし、企業を相手にする設備投資や輸出との関係が強い「電
気・情報通信機器・電子部品」については、やはり 10 社中８社が減収となっている。「一般機械」については、減っ
ていないのは９社中１社しかないという状況で、マクロ動向を反映して、業種によって差があることが確認できます。
〔図表７〕売上高の変化（業種別）
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食料品・たばこ・飼料等 6 9 0 15 40.0% 60.0% 100.0%
パルプ・紙製品、出版印刷 1 4 0 5 20.0% 80.0% 100.0%
非鉄金属、金属製品 1 13 0 14 7.1% 92.9% 100.0%
一般機械 1 8 0 9 11.1% 88.9% 100.0%
電気・情報通信機器・電子部品
精密機械
2 8 0 10 20.0% 80.0% 100.0%
全回答企業 14 57 1 72 19.4% 79.2% 100.0%
売上高の変化売上高の変化
〔図表７〕売上高の変化（業種別）
　続いて、規模を拡大する意欲を持っているかどうかで分けて売り上げ動向を見てみましたところ、規模拡大を望
んでいない企業で、売上高が減らなかったと回答したのはわずか 3.8 パーセント、26 社中１社しかありませんでし
た（〔図表８〕参照）。ということから、今回の不況では、既存顧客との取引が中心で新規開拓に消極的で営業など
を置かずにやっておられていた企業が非常に苦しまれたという結果が出ていると思います。
　さらに、従業員数の変化です。これも当然ながら、今年の結果では「減少した」企業の比率が上がって、ある意味、
雇用調整が長岡地区でも本格化してきていると言えます。今まで勤めていた人も解雇されているということを意味
しています。現在、長岡大学の４年生の就職活動で内定率が悲惨な状況なのですが、こうした中で新卒者が内定を
もらうのは大変だということをアンケート結果をみながら感じたところです。
　損益の状況についても当然悪い。「減少した」という企業が増えています。
　これら業績全般、つまり売上高、経常利益等全般についての経営者側の評価については、当然ながら満足度は下がっ
ているということになります。一昨年調査以降と同様に４段階で聞きましたところ、昨年までに比べ「大いに不満」
の選択率が非常に高まっている（〔図表９〕参照）。これは当然です。
　　　　〔図表８〕売上高の変化（企業規模の拡大意向別）　　　　〔図表９〕業績等全般についての評価
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　〔図表 10〕では、業績全般についての満足度に関しても規模拡大意欲の有無でクロス集計してみました。既に見
ましたとおり、拡大意向をお持ちでない企業は今回業績面で相当苦労されており、そこから当然の結果なのですが、
満足度が全体平均に比べて非常に低い状況になっていることが見ていただけます。
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〔図表 10〕業績等全般についての評価（企業規模の拡大意向別）
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大いに満足 0 0 0 0
まあまあ満足 6 1 0 7
やや不満 11 4 0 15
大いに不満 28 19 1 48
無回答 0 2 0 2
合計 45 26 1 72
大いに満足 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
まあまあ満足 13.3% 3.8% 0.0% 9.7%
やや不満 24.4% 15.4% 0.0% 20.8%
大いに不満 62.2% 73.1% 100.0% 66.7%
無回答 0.0% 7.7% 0.0% 2.8%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
10〕業績等全般に 向別）
３．成長・発展のための取組～ポイントとなった営業力強化、新製品・サービスの開発
3.1 現在特に力を入れている取組
　業績の動向に続きまして、実際のお取り組み、成長へ向けてどういった取り組みをされているかという点につい
ても一昨年からお聞きしてまいりました。その集計結果をご報告したいと思います。
　〔図表 11〕は、「貴社では今、成長やさらなる発展に向けてどのような取り組みをされておられますか」とお聞き
した設問に選択方式で答えていただいた結果を、昨年の集計結果と合わせてまとめたものです。
〔図表 11〕現在力を入れている取組
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〔図表11〕現在力を入れている取組
　ベスト３をあげますと、「新規顧客・取引先の拡大」、「コストの削減」、「既存顧客・取引先との取引深耕」になります。
昨年の集計結果との比較で言いますと、注目されるのは「新製品・サービスの開発」が 10 ポイント程度伸びている
点です。今回の不況はこれまでの業況変化を遥かに超越したものだった。そのため、これまでの取引関係だけだと
限界があるから新しいところに活路を求めよう。そうした意識や対応が反映されたものだろうと思います。あと、「営
業力の強化」について。これまでは営業無しでもやっていけたのかもしれませんが、それでは今回のケースではや
はり限界があるので取り組んだ企業が多かったということが数字に表れているように思います。
　次に、売上高が減ったところと減らなかったところを分け、クロス集計をしてみました（〔図表 12〕参照）。数が
少ないながらも売上高が減らなかった企業がありましたから、その企業がどういったことに取り組まれたのかに注
目しました。その結果、やはり「営業力の強化」と「新製品・サービスの開発」への取組が目立ちました。新しい
顧客や新商品の開発に積極的に取り組まれていた企業は、今回は痛手が少なかった。反面、既存先だけでガチガチ
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に商売されていた企業には逃げ場がなかった、そんな気がします。
〔図表 12〕現在力を入れている取組（売上高変化別）
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〔図表12〕 （売上高変化別）
　さらに、規模拡大意向別にも集計しましたが、拡大意向の有無によるかい離が目立ちました（〔図表 13〕参照）。
新しい事にチャレンジする、つまり「新製品・サービスの開発」への取組は拡大志向を持たれている企業でより盛
んですし、また「新規事業への進出」に関してもそうでした。「営業力の強化」でも同傾向でした。加えて注目され
るのが、組織的な取り組みについてです。「組織体制の充実・効率化」に、拡大志向の企業はより積極的に取り組ま
れている結果が出ています。
　なお、「コストの削減」については、拡大意向をお持ちでない企業の方が選択率が高い結果になっています。拡大
意向のない企業は今までの取引の枠内で事業を推進されるわけですから、取組の選択肢として「コストの削減」が
まず出てきますが、それ以外に選択肢が少ない結果、「コストの削減」に集中して取り組まれているのかなという感
じがします。実際のところ、このあたりはヒアリング調査を詳しくやってみなければわからないのですが、わたし
自身はそのように解釈しています。
〔図表 13〕現在力を入れている取組（企業規模の拡大意向別）1 現 の拡大意向別）
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3.2 今後注力すべき重要な課題～高まる「新規顧客・取引先の拡大」への意識
　〔図表 14〕は、これからどういったことが課題になるかをおうかがいした結果です。これについても、昨年と今年
の集計結果の変化を見てみました。今年の調査には景気の落ち込みがあまりにもひどかった背景が反映されていま
す。そのため、新たな取組へのチャレンジが必要であると思われた、かどうかはわかりませんが新しい事への取り
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組みを重視されている度合いが、昨年に比べて大きく高まっていることが見ていただけると思います。「新製品・サー
ビスの開発」、「営業力強化」などにより、新しいお客さんを獲得するための取組の選択率が昨年と比べて大幅に増
えている。逆に、「優秀な人材の確保」は昨年よりも落ちているのですが、これは財務的に余裕がない中、人を採る
のは当面先送りせざるを得ないということで減っているのだろうと考えております。
〔図表 14〕今後の取組課題①
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〔図表14〕 組課題①
　〔図表 15〕は、主な取り組みを絞って取り上げ、その３年分の推移をまとめたものです。「新規顧客・取引先の拡大」
は、一昨年の調査では 40 パーセントしか選択率がなかったものが、今回 75 パーセントまで上がっています。これは、
非常に急激な業績の悪化を受けて、長岡地域の企業の態度が大きく変わっている点として象徴的なデータだと思い
ます。
〔図表 15〕今後の取組課題②〔図表15〕今後の取組課題②
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　次に〔図表 16〕は、これまでどういったことに取り組んでこられたかという結果と、それと、これからどういう
ことを課題としてお感じですかという結果を並べてご紹介したものです。この格差がひらいている項目が注目され
るわけです。
　先ほどから何度も出てきておりますが、「新規顧客・取引先の拡大」、「新製品・サービスの開発」、「営業力の強
化」。この３つについては、これまでそれほどやってこなかったけれども今後やらなければならない項目として、現
実とこれからの課題とのギャップが明白に見て取れる結果になっていると思います。それから、「優秀な人材の確保」。
これは実施している取組としては今回選択率が下がっていたのですが、意識としてやはりまだ高い。可能なら、中
長期的な視点から優秀な人材がいれば採りたいという意識が、このギャップになっているのだろうと思います。
　続きまして、生産性向上に向けた取組動向に関する解説に移るところですが、ここは今回のシンポジウムの中心
論点から少しずれますので飛ばしましょう。是非お手もとの配布資料でご確認ください。
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〔図表 16〕現在力を入れている取組と今後の取組課題〔図表16〕現在力を入れている取組と今後の取組課題
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４．環境面の取組について
4.1 不況下でも後退していない環境意識
　今回のシンポジウムのメインテーマは環境です。ということで、環境関連の集計結果をご報告して、この後のパ
ネルディスカッションへのつなぎになればと思います。環境への意識がどう変わったか。環境面で企業がどういっ
たことに取り組まれているか。さらには、今後どんなことに取り組まなければならないと感じられているか、とい
う３点を、昨年と同じ設問でおうかがいしています。昨年の集計結果とも比較しながら紹介したいと思います。
　まず、意識の変化です。〔図表17〕は、「ここ５年間で貴社における環境に対する意識は高まったか」を３択でうかがっ
た結果を去年の結果と並べたものですが、ほとんど変化はなかったということになります。ただ、「かなり高まった」
と「やや高まった」を今年について合計しますと８割を超えます。長岡地域でも、相当高い比率の企業が環境に対
する意識を高めつつあることが確認できます。
〔図表 17〕最近５年くらいの環境への意識変化〔図表17〕最近５ く
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〔図表 18〕現在の環境関連の取組
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〔図表18〕現在の環境関連の取組
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　去年との比較では変わっていないという点についてですが、ここ１年で――サブプライムがはじまったのは３年弱
前ですが、そこからこれだけ右肩下がりの景気になっていたなかで、以前のようにイメージ戦略や広報の一環として
環境に取り組むという余裕は無くなっているはずです。それでも環境意識が低下していないということに注目すべき
なのではないかと、私は今年の結果については思います。苦しいなかでも環境に取り組まざるを得ない状況になって
いて、環境意識がキープされている、と前向きにとるべきではないかと思います。
4.2 環境への取組～本格的な取組はこれから
　〔図表 18〕は環境関係でどういった取り組みを実際にこれまでやっておられるか、去年の集計結果とみたものです。
昨年の結果とほとんど一緒ですが、「エネルギー消費の削減」、「廃棄物の削減」などの取り組み度合いが非常に高い。
それと、「リサイクルの推進」が昨年の結果よりも 20 ポイント程度上がっています。
　これらの環境への取り組みは、比較的簡単に取り組みやすいものと、腰を据えてやらなければなかなか難しい取り
組みと、大きく２つに分かれます。そこで、どちらかというと本格的、組織的な取り組みをしなければできないよう
な項目を先ほどの選択肢から 10 点選び出して、その取り組み率を昨年と今年で集計してみたのが〔図表 19〕です。
そこで選んだ、本格的に腰を据えねばできない取り組みは、脚注に挙げていますように、たとえば「エネルギーの転換」
ですとか「新商品の開発」、「ISO14000 シリーズ」などは片手間ではできません。「環境会計」や「環境報告書」もそ
うですし、「グリーン調達」、「循環型生産方式」を全面的に形成するなどということも大変です。反面、他の選択肢
にありましたような「従業員教育」などの啓蒙活動は比較的取り組みやすいものです。その集計結果を見ますと、去
年と今年とでほとんど変化がなかったと言えます。
〔図表 19〕より積極的な環境関連の取組
今年 (昨年)
企業数 23 25
構成比 31.9% 31.6%
合計 72 79
取り組んでいる企業
（注）エネルギー転換、環境新商品の開発、ISO14000シリーズ取得、環境会計、
環境報告書の作成、省エネ機器の自社内開発、再生可能エネルギー推進、グ
リーン調達、循環型生産方式の形成、低環境負荷商品への転換、への取組の合
計
9〕より積極的な環境関連の取組
　この集計を、環境意識の高まり度合いとクロス集計をしてみました（〔図表 20〕参照）。この５年間で環境への意
識がうちではかなり高まったと答えた企業は、そうではない企業に比べて、今申し上げました 10 項目に取り組んで
いる比率がより高くなっており、環境意識と取組度合いが密接にリンクしていることが確認できます。
　また、環境への取り組み状況と、今後どういったことを環境に関する取り組みとして課題とされているかの回答状
況を比較してみましたが、特に今の取り組みと今後の取り組みに顕著なギャップはありませんでした。
〔図表 20〕より積極的な環境関連の取組（環境への意識変化別）
環境への意識の変化
取
り
組
ん
で
い
る
そ
の
他
合
計
取
り
組
ん
で
い
る
そ
の
他
合
計
かなり高まった 6 8 14 42.9% 57.1% 100.0%
やや高まった 14 31 45 31.1% 68.9% 100.0%
ほとんど変わっていない 3 6 12 25.0% 50.0% 100.0%
無回答 0 0 1 0.0% 0.0% 100.0%
合計 23 45 72 31.9% 62.5% 100.0%
（注)環境関連の取組で「無回答」(4社)を省略
（注）エネルギー転換、環境新商品の開発、ISO14000シリーズ取得、環境会計、
環境報告書の作成、省エネ機器の自社内開発、再生可能エネルギー推進、グリー
ン調達、循環型生産方式の形成、低環境負荷商品への転換、への取組の合計
図表20〕より積極的な環境関連 （環境への ）
５．まとめとして
　この後のパネルディスカッションでの議論への引き継ぎも含めて、以上の結果について私なりに整理しておきま
す。まず、不況からの脱出関連で今後の発展に向けたまとめです。業績で売上高に注目して、前年度よりも売上高が
減っていない企業が２割弱ありました。その企業がこれまでどういった項目に取り組んでこられたかをみますと、営
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業力強化とか新製品・サービスの開発に取り組んでこられた率が多かった。やはり、そういった新しい事への対応の
切り口を何らか置いておかないと、今回のようなあまりにも急激なマイナス方向への景気の動きには対応できないと
いうことなのではないかと感じました。
　また、規模を拡大しようとされているかどうかの点に関して、拡大意欲を持った企業の方が、そうでない企業に比
べて痛手が小さかった。もちろん皆さん痛手を被っているのですが、落ち込みがより小さかったということが数字に
表れていました。そういう意味では、積極性をもたないまでも、積極的な活動に出られるような体制を持っておくこ
とが、これだけの景気変動に対しては一種の保険になるのではないかと思いました。
　あと、今後に向けた取り組みについて、先ほどは詳しくお話ししませんでしたが、昨年までの調査ではコスト削減
に取り組んでいきたいという比率が非常に高かった。しかし、今回の業況悪化はそれだけで乗り切れるようなレベル
のものではないということだと思うのです。顧客の需要が絶対的に減っているなかで、多少の値引きという問題では
ないということで、新規顧客・取引先拡大という新たな取引開拓への取り組み意識が非常に高まっているということ
が、今回のアンケート調査から明瞭に読み取れたと思います。
　また、昨年までは人材関連の取り組みの重要性が数字に現れていることを強調してきたのですが、今年の調査では
ちょっと影が薄くなった。やはり業績が悪化し優先順位が下がった。人を採るには大きなコストがかかりますし、仕
事量も減っているため、後回しになったわけです。それでも、今後の課題としての意識は高い状態が維持されていま
した。やはり中長期的な課題として、多くの企業が認識しておられるということだと思います。
　生産性の向上については先ほどスキップしてしまいましたが、従業員の能力向上が強く意識されている様子がうか
がえる結果となっています。
　環境面につきましては、不況のなかでも意識が後退していないことを示唆する数字が示されました。また、実際に
取り組まれている項目については３つに集約できます。省エネ型の取組、ゴミを減らす取組、従業員に対する教育の
取組の３つです。しかし、より手のかかる本格的な 10 項目についての取組度合いは、昨年との比較では目に見えて
進んではいないということがありました。
　ただし、アンケート集計結果を細かくご覧いただきたいのですが、「低環境負荷商品への転換」という項目に注目
すると、まだまだ割合は低いとは言え、実は去年よりも選択率が少し増加しています。本日パネリストとしてお越し
いただいている伊丹自動車様のような、環境に優しい BDF、バイオ・ディーゼル・エンジン燃料の開発、そういう
ところに、まだ一部ではありますが、新たな企業活動の芽があるというふうに前向きにとりたいと私は思います。
　駆け足でしたが、以上で私の報告を終わらせていただきたいと思います。ご清聴どうもありがとうございました。
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